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前文  

地方独立行政法人市立大津市民病院（以下「市民病院」という。）は、地域の中核病院とし

て、平成２９年４月の設立以来、「市民の命を守る病院」「地域医療を守る病院」を基本方針

として病院運営を行ってきた。 

地方独立行政法人市立大津市民病院中期計画（平成２９年４月認可、平成３０年３月変更

認可）の期間（平成２９年４月１日から令和３年３月３１日まで）においては、医業収支の

改善を目指し、急性期医療の充実及び地域医療連携の推進に取り組んできた。これにより、

医業収益は過去最高を達成するなどの一定の成果を上げることができた。 

地方独立行政法人市立大津市民病院第２期中期計画（令和３年３月認可、令和５年９月変

更認可。以下「第２期中期計画」という。）の期間（令和３年４月１日から令和７年３月３１

日まで）においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大時には滋賀県唯一の第一種感染

症指定医療機関として、大津市保健所や地域の医療機関との連携の下、最前線で新型コロナ

ウイルス感染症への対応を行い、大津市のみならず滋賀県の感染症医療に大きく寄与するこ

とができた。一方で、新型コロナウイルス感染症への対応、診療提供体制の変更などの影響

を受け、第２期中期計画で定めた目標の達成が困難となるなど厳しい経営状況となったが、

新しい経営陣の下で持続可能な病院経営の実現に向けて経営環境の変化に対応するための取

組を積極的に推進している。 

第３期中期計画（以下単に「中期計画」という。）の作成に当たり、我が国における将来の

医療を取り巻く環境を展望すると、高齢者人口の増加及び少子化による労働人口の急減が同

時に進行し、総人口に占める６５歳以上の高齢者人口の割合が令和２２年（２０４０年）頃

には約３５パーセントに達することが見込まれることから、医療と介護の連携及び新たな地

域医療構想を踏まえた医療機関の機能分化が求められており、公立病院の果たすべき役割は

今後より一層重要になる。このことから、市民病院は、感染症指定医療機関として引き続き

新興感染症に対応するとともに、患者の受診動向、人口構成、疾病等の医療需要予測に基づ

き不足する医療機能を補完する役割を主体的に担っていく。また、地域包括ケアシステムの

深化に対応し、地域の医療ニーズに応えるため、「自ら地域に出向く病院」「地域に開かれた

病院」を行動の基本とし、「地域密着型急性期病院」（※）としての役割を十分に果たし、も

って「市民とともに歩む健康・医療拠点」として良質かつ安全な医療を提供していく。 

財政面については、新型コロナウイルス感染症への対応に伴う国及び滋賀県からの補助金

などの収入が寄与し、令和２年度から令和４年度までの経常収支比率は１００パーセント以



上となったが、令和５年度は大幅にその収入が減少し、経常収支比率は１００パーセントを

下回った。公立病院経営強化ガイドラインでは、令和９年度までに経常収支比率１００パー

セント以上の達成を求められていることから、その達成に向け、不断の努力をもって経営改

善に取り組んでいく。 

ついては、大津市長から指示された第３期中期目標（以下単に「中期目標」という。）を達

成するため、次のように中期計画を定める。 

※ 地域の医療ニーズに応えるため、急性期患者の受入れだけでなく、早期在宅復帰、ＡＤ

Ｌ（日常生活動作）の維持向上、在宅療養支援などに柔軟に対応する機能を有するとと

もに、地域に開かれた病院としてその保有する医療資源を地域が活用できる病院として、

市民病院が独自に定義したもの 

第１ 中期計画の期間  

中期計画の期間（以下「計画期間」という。）は、令和７年４月１日から令和１１年３月 

３１日までの４年間とする。 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとる

べき措置  

市民病院は地域の中核的な医療機関として、患者や家族のＱＯＬ（クオリティー・オブ・

ライフ）及びＱＯＤ（クオリティー・オブ・デス）の向上を意識し、質の高い医療及び政策

的医療を提供するとともに、地域の医療機関との連携の強化及び感染症医療の充実を図りな

がら、市民及び地域の医療機関から必要とされる病院となるよう取り組む。 

１ 市民病院としての役割  

⑴ ５疾病に対する医療の提供 

ア がん 

がん検診を充実させ、早期発見を図るとともに、集学的治療（高度医療機器を用い

て患者の身体的負担の少ない方法による手術や化学療法などを組み合わせて治療する方

法をいう。）を提供し、地域がん診療連携支援病院として、地域のがん患者に対して包

括的で質の高い医療を提供する。また、治療に当たっては、在宅医療、がん相談等の心

理的ケア、緩和ケアなども含め、患者を総合的に支援する。 

目標指標 令和５年度実績 令和１０年度目標値 

がん手術件数 ４６５件 ６１０件以上 

   



   
化学療法件数 １，７０４件 ２，２４０件以上 

緩和ケア病棟利用患者数 １７０人 ２００人以上 

イ 脳卒中 

急性期脳梗塞に対する早期治療及び手術等の高度専門的医療を提供するとともに、

リハビリテーションを積極的に提供し、ＡＤＬの早期回復に努め、早期退院につなげて

いく。 

目標指標 令和５年度実績 令和１０年度目標値 

脳卒中入院患者数 １１６人 ２０２人以上 

脳血管疾患リハビリテーション単

位数 

１３，８２３単位 
 

１９，０００単位以上 
 

ウ 心筋梗塞等の心血管疾患 

２４時間３６５日の即時オンコール体制を整え、急性期心疾患に対するカテーテル

治療、外科的手術などの治療を適切に提供する。また、多職種との連携・協力体制によ

り患者の早期の転院や社会復帰に貢献する。 

目標指標 令和５年度実績 令和１０年度目標値 

急性期心筋梗塞入院患者数 ３０人 ３３人以上 

冠動脈ＣＴ検査件数 ２９８件 ３８０件以上 

心大血管リハビリテーション単位

数 

８，０４８単位 
 

１０，３７０単位以上 
 

エ 糖尿病 

専門的治療に加え、多職種の協働による療養指導、入院・外来での栄養指導、糖尿

病教室の開催など、糖尿病患者に対する指導を積極的に行い、重症化防止に取り組む。

また、地域住民向け健康講座等の実施を通じて、地域における糖尿病治療の質の向上及

び糖尿病予防を図る。 

目標指標 令和５年度実績 令和１０年度目標値 

在宅自己注射指導管理料算定件数 ２，２６３件 ２，６２０件以上 

糖尿病教育入院患者数 ３件 ５０件以上 

オ 精神疾患 



精神疾患患者数の増加に伴い、思春期から老年期までの幅広い層にわたる精神疾患

や心身症の患者をできるだけ速やかに受け入れる体制の維持に努める。診療に当たって

は、「見落とさない診断」「心理面への幅広い評価」「安全と効果を意識した治療」「身体

疾患に合併した精神症状への積極対応」の４項目の実施に重きを置き、外来・入院患者

に対する精神療法、認知行動療法を含む心理療法、適切な薬物療法及び公認心理師によ

る専門的カウンセリング等による質の高い医療を提供する。 

目標指標 令和５年度実績 令和１０年度目標値 

通院精神療法算定件数 １０，２４２件 １０，９００件以上 

入院精神療法算定件数 １，０１４件 １，１６０件以上 

⑵ ５事業及び在宅医療に対する医療の確保 

ア ５事業に対する医療の確保 

（ ア ） 救急医療 

二次救急医療機関として、２４時間３６５日対応可能な救急医療体制を維持する

ことにより「断らない、止まらない救急」の実現に努めるとともに、地域の医療機

関や大津市消防局との密接な連携を図り、重症患者の受入及び救急入院体制の充実

を図る。また、ドクターカーを運用し、地域の救命率向上に貢献する。 

目標指標 令和５年度実績 令和１０年度目標値 

救急搬送受入件数 ４，０５１件 ４，６９０件以上 

救急搬送応需率※ ９６．８％ ９６．０％以上 

救急搬送入院患者割合 ４１．５％ ４１．６％以上 

救急入院患者割合 １９．５％ １９．５％以上 

救急ストップ時間 ７４時間 ６３時間以下 

ドクターカー出動件数 ８９件 ２６０件以上 

ドクターカー介入割合 ５１．７％ ５０．０％以上 

※ 救急搬送受入件数÷（救急搬送受入件数＋救急搬送を断った件数）×１００ 

（ イ ） 災害医療 

地域災害拠点病院として、関係機関との連携及び協力を図り、医療救護活動及び

救急医療活動を実施する。また、平時から各種研修及び訓練の実施、マニュアルの

点検、備蓄物品の確認、救急連絡体制の確保等の実施を重ねることで、災害発生時



の迅速な対応体制の向上に努める。さらに、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）の強

化及び国又は地方公共団体が実施する災害訓練への参加により、医療救護活動の対

応力強化を図る。 

（ ウ ） 小児医療 

内科的疾患、手術対応を含む外科的疾患及び心身症等に係る幅広い小児医療を提

供するとともに、育児支援、小児訓練室での発達援助等を行い、地域の医療機関と

連携した地域に必要とされる医療を提供する。また、市民が安心して子育てができ

る環境づくりに貢献するための施策の実施を検討する。 

目標指標 令和５年度実績 令和１０年度目標値 

小児科入院患者数 １，９６５人 ２，２５０人以上 

小児科外来患者数 ７，２５２人 ７，７００人以上 

（ エ ） 周産期医療 

滋賀県の周産期医療提供体制に基づく医療資源の集約化に対応する。 

（ オ ） 新興感染症発生・まん延時の医療 

感染症発生時及びまん延時において、感染症指定医療機関として柔軟に診療体制

を確保し、滋賀県及び大津市、医師会並びに他の医療機関との連携を図り、地域の

医療における中核的な役割を担う。また、平時から地域の医療機関、介護施設等に

対して感染防止対策の訪問指導を行うほか、感染予防のトレーニングを実施する参

加型研修会の開催に向けた体制を整備するなど、地域における感染症医療の充実に

貢献する。 

目標指標 令和５年度実績 令和１０年度目標値 

感染管理認定看護師数 ２人 ２人以上 

地域の医療機関等に対する感染

防止対策訪問指導回数 

２回 
 

４回以上 
 

イ 在宅医療の支援 

地域包括ケアシステムに対応する医療の拠点としての役割を果たすため、かかりつ

け医及び介護サービス事業者との連携を強化するとともに、在宅での医療サービスの提

供に対し、総合病院としての高い専門性を生かして支援し、在宅医療の後方支援機能を



果たす。また、患者が住み慣れた地域や望む環境で療養ができるよう、多職種の協働に

より、病院から在宅療養への移行において切れ目のない支援を行う。 

目標指標 令和５年度実績 令和１０年度目標値 

訪問診療件数 ― ２４０件以上 

訪問看護件数 ６，０４２件 ５，７６０件以上 

訪問リハビリ件数 ― ９６０件以上 

⑶ 健康増進及び予防医療の充実及び強化  

人間ドックやがん検診などに対する地域のニーズに対応し、市民の健康増進に貢献す

るため、大津市と連携して特定健診及びがん検診を組み合わせたセット検診の実施及び

受診勧奨を行う。また、人間ドック及びがん検診の受診率向上を図るため、受診しやす

い環境や体制を整備する。さらに、精検受診率を向上させ、早期発見及び早期治療につ

なげるため、要精検受診者の追跡を強化するとともに、各種の予防接種を実施する。 

目標指標 令和５年度実績 令和１０年度目標値 

健診センター収益 １６８，２８０千円 ２１０，０００千円以上 

健診センター総受診者数 ７，７６８人 ８，６９０人以上 

人間ドック総受診者数 ２，５７８人 ３，４４０人以上 

がん検診受診者数 ２，１０１人 ２，１７０人以上 

２ 地域の病院、診療所等との機能分化及び連携強化  

⑴ 地域で果たすべき役割  

地域の医療機関との連携を図るため、医師同士の「顔の見える関係」を構築し、連携

の強化を積極的に行い、地域完結型医療の提供を主導する。また、人口構成及び疾病等

の医療需要予測に基づき、不足する医療機能への対応を主体的に行い、地域包括ケアシ

ステムにおける医療の拠点としての役割を果たし、「地域密着型急性期病院」として大津

保健医療圏域（以下「圏域」という。）の保健・福祉・医療・介護の充実に貢献する。 

目標指標 令和５年度実績 令和１０年度目標値 

地域医療機関訪問回数 １７４回 ２００回以上 

⑵ 地域医療支援病院としての役割 

地域医療支援病院として、紹介及び逆紹介を円滑に進めるとともに、圏域内の病院及

び診療所との更なる連携を図る。また、地域のかかりつけ医等が市民病院の手術室、医



療機器、入院病床等を共同利用することを受け入れ、地域に開かれた病院として地域医

療の提供体制の充実を図る。さらに、地域の医療機関に対する教育的及び技術的な支援

に向け、独自の研修プログラムを策定する。 

目標指標 令和５年度実績 令和１０年度目標値 

紹介率※１ ８０．０％ ８０．０％以上 

紹介件数 ８，０５２件 ９，１１０件以上 

逆紹介率※２ １０１．３％ １００．０％以上 

逆紹介件数 １０，１９５件 １１，５４０件以上 

地域医療機関向け研修実施回数 １３回 ５０回以上 

※１ 紹介初診患者数÷（初診患者数－（休日・夜間以外の初診救急車搬送患者数＋休

日・夜間の初診救急患者数））×１００ 

※２ 逆紹介患者数÷（初診患者数－（休日・夜間以外の初診救急車搬送患者数＋休

日・夜間の初診救急患者数））×１００ 

３ 市民・患者への医療サービス 

⑴ 市民・患者に寄り添ったサービス提供 

市民・患者に提供するサービスの質の向上に資するよう、患者満足度調査（医療の質、

待ち時間、院内環境等に関する調査をいう。以下同じ。）を実施し、その結果をホームペ

ージで公表する。また、職員の接遇及び医療サービスの質の向上を図るため、患者満足

度調査の結果等を基に課題を抽出し、改善に向けた研修会等を実施する。 

目標指標 令和５年度実績 令和１０年度目標値 

外来患者満足度※１ ７９．９％ ８７．１％以上 

入院患者満足度※２ ９３．７％ ９３．７％以上 

※１ 外来に係る患者満足度調査の「満足」及び「やや満足」と回答した者の割合の合

計値 

※２ 入院に係る患者満足度調査の「満足」及び「やや満足」と回答した者の割合の合

計値 

⑵ ＡＣＰの推進  

ＡＣＰ（患者やその家族が医師等と一緒に自らが望む医療やケアについて前もって考

え、繰り返し話し合い、共有する取組であるアドバンス・ケア・プランニングをいう。



以下同じ。）を推進するために、マニュアル及び電子カルテ記録様式の整備並びに医療従

事者に対する研修会を実施し、患者が安心して医療を受けることができる体制を整える。

また、市民向け公開講座等を実施することによりＡＣＰの啓発活動を行う。 

４ 医療の質の向上  

⑴ 医療の質の向上のための取組 

日本医療機能評価機構が実施する病院機能評価において、市民病院が提供する医療に

対する客観的な評価を受けることにより、当該評価を踏まえ、継続的に業務改善を行う。

また、医療の質の向上を図るため、職員の仕事に対する意識を把握するための職員満足

度調査を実施する。 

目標指標 令和５年度実績 令和１０年度目標値 

職員満足度調査の総合評価の点数

（５点満点） 

― 
 

３．５点以上 
 

⑵ 医療安全管理機能の維持 

全職員が患者の安全を最優先とした万全な対応を行うことができるよう、医療安全管

理委員会が中心となって医療安全に関する情報の収集及び分析を行い、当該分析結果を

踏まえた指針を示すことにより、医療事故の発生防止に取り組む。また、市民病院内で

発生したインシデント又はアクシデントについての報告件数及び医師の報告率の向上を

図り、その内容を分析した上で全職員に周知し、再発防止に取り組む。 

目標指標 令和５年度実績 令和１０年度目標値 

医療安全研修会開催回数 ６回 ６回以上 

インシデントレポート提出数のう

ち、医師の報告割合 

４．３％ 

 

５．０％以上 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置  

市民病院は、医療需要の変化及び市民病院に関する客観的事実を適切に把握し、これを活

用して経営資源を効率的かつ効果的に活用する。 

１ 経営の効率化 

⑴ 診療機能の適正化  

市民病院に関する客観的事実や近隣病院の状況を把握し、医療需要の変化に対応する

ため、診療機能等の充実及び見直しを行い、適切な医療提供体制の構築に向け、必要な



診療機能及び人員体制の適正化を図る。また、公立病院として、フリーアクセスの基本

は守りつつ、紹介受診重点医療機関として外来機能の充実を図るとともに、「地域密着型

急性期病院」として高齢者に係る救急の対応を強化する。 

目標指標 令和５年度実績 令和１０年度目標値 

外来患者初診率※１ １１．０％ １１．７％以上 

年延外来患者数 １７０，００６人 １８０，８００人以上 

地域包括医療病棟病床稼働率※２ ― ８８．０％以上 

※１ 初診外来患者数÷年延外来患者数×１００ 

※２ 地域包括医療病棟年延入院患者数÷地域包括医療病棟年延稼働病床数×１００  

⑵ 病床稼働率の向上 

圏域の医療需要において、当面の間、入院患者数の増加傾向が続くと見込まれること

から、入院診療に係る需要に対応するとともに、医療資源を効率的に活用するため、病

床稼働率の向上を目指す。なお、目標値の算出に当たり用いる基礎数値は、総務省が実

施する地方財政状況調査（以下「地方財政状況調査」という。）に基づくものである。 

目標指標 令和５年度実績 令和１０年度目標値 

病床稼働率※ ７２．１％ ８２．７％以上 

年延入院患者数 １０５，７５２人 １２０，９８０人以上 

※ 年延入院患者数÷（許可病床数×入院診療日数）÷１００ 

⑶ 労働生産性の向上  

中期目標に掲げる医師１人１日当たりの診療収入の目標値を全職員で共有し、医療の

質を保ちながら、目標値の達成を図る。また、人事給与制度改革を通じて、病院の経営

に貢献する職員の処遇改善を行い、病院全体の労働生産性の向上を図る。なお、医師１

人１日当たり診療収入の目標値の算出に当たり用いる基礎数値は、地方財政状況調査に

基づくものである。 

目標指標 令和５年度実績 令和１０年度目標値 

医師１人１日当たり診療収入※１ ２２７．２千円 ２４０．９千円以上 

全職員１人１日当たり診療収入※２ ２９．８千円 ３４．７千円以上 

※１ （入院収益＋外来収益）÷職員数のうち年延医師数 

※２ （入院収益＋外来収益）÷全職員常勤換算数 



⑷ 原価計算を基にした業務運営の改善 

市民病院内で協議して確立した方法により診療科別原価計算を行い、その結果を分析

の上、市民病院内で共有することにより診療材料等の合理化を促進し、適切なコスト管

理とコスト意識の向上を図るとともに、配賦基準など原価計算の方法を適時適切に見直

し、運用の合理化を図る。 

目標指標 令和５年度実績 令和１０年度目標値 

医業費用支出割合※ １００．０％ ８５．０％以下 

※ 市民病院内協議で確立した診療科別原価計算により算出した医業費用÷（入院収益

＋外来収益＋健診センター収益）×１００ 

⑸ 効率的かつ効果的な設備投資 

ア 施設設備の改修 

施設設備の老朽化対策については、ファシリティマネジメント（保有する施設や固

定資産を経営戦略的視点から総合的に企画、管理及び活用する経営活動をいう。）の考

え方により各設備の劣化状況及び耐用年数を把握し、中長期的な費用の平準化を念頭に

置き、計画的に修繕することで長寿命化を図り、大津市との協議の下、効率的かつ効果

的な設備投資を実施する。 

イ 医療機器の導入及び更新 

医療機器の導入及び更新については、購入が必要な機器の把握及び購入の優先度の

検討を行い、大津市と協議した上で購入に係る年次計画を策定する。また、必要性及び

採算性を十分に検討するとともに、入札の実施、他の医療機関の購入実績の調査等によ

り、適正な価格で効果的な調達を行う。 

   ウ 医療情報システムの導入及び更新 

医療情報システムの新規導入又は更新については、患者サービス及び医療の質の向

上並びに業務の効率化及び軽減化の効果を十分に検討した上で実施する。電子処方箋、

電子カルテ情報共有サービス等の活用といった医療ＤＸの取組については、国の動向や

他の医療機関の状況を見極め、適切に対応する。 

２ 経営管理機能の充実  

⑴ 経営管理体制の強化 

法人及び病院の意思決定については定款に定める事項を理事会の議決により決定する

ほか、病院経営に係る重要事項又は懸案事項についての内部の意思決定については経営



会議において行う。病院全体として議論や情報共有が必要な事項については、診療部

長・所属長合同会議で協議し、その結果を踏まえて理事長又は院長が意思決定を行う。

そのほか、恒常的な業務を多職種で審議するための委員会、特定の業務について関係部

署が集まって議論し事業を推進するためのプロジェクトチームの設置など、経営管理体

制を補完する仕組みを適宜取り入れ、ガバナンスの強化に努める。 

  ⑵ リスク管理の徹底 

ア コンプライアンス（法令・行動規範）遵守の徹底 

各事業年度の期中及び期末に内部監査を実施することにより経営活動を点検・評価

し、コントロールするとともに、自主監査を実施することにより自律的な点検や見直

しを行う。また、職員がコンプライアンスを遵守し、職場での円滑なコミュニケーシ

ョンを図ることができるよう、知識を深めるための研修を適宜実施する。 

イ 医療情報システムの業務管理 

サイバー攻撃に対する安全管理措置として、「医療情報システムの安全管理に関する

ガイドライン」に基づいた情報システム機器の脆
ぜい

 弱性対策、オフラインバックアップ

対策等について、適正かつ確実な方策を講じる。また、サイバーインシデントの発生

時に備え、平常時と非常時の基本行動等を定めた事業継続計画（ＩＴ－ＢＣＰ）を策

定し、当該計画に沿った訓練及び演習を定期的に実施する。 

目標指標 令和５年度実績 令和１０年度目標値 

システムのオフラインバックアッ

プ率※ 

１０．４％ 

 

９０．０％以上 

 

   ※ システムのオフラインバックアップ数÷医療情報システム数×１００ 

３ 運営体制の強化  

⑴ 人材の確保 

経営力の源泉は人材にあり、人材育成に係る組織戦略は、経営戦略と同等の重要性を

有することから、その根幹となる人材育成基本方針を定め、人材育成計画に基づき人材

の育成・確保に取り組む。 

ア 人材の計画的な確保 

診療機能の維持・強化のため、大学との密接な連携を強化し、医療職の人材を確保

する。また、チーム医療を支える認定医、認定看護師等の高い専門性を持った有資格者

の育成に努めるとともに、診療報酬制度を熟知した人材の確保並びに医療経営に関し知



見を有する人材の育成及び確保についても、将来的な院内配置を見据え、計画的に推進

していく。 

イ 医師の働き方改革への対応等 

医師の労働時間短縮計画に基づき、業務範囲の拡大に関する研修を通じて、現行の

制度下における可能な領域につき、円滑に医師の業務を他の職種へと移管する取組を

行うとともに、医療従事者が働きやすい勤務環境の整備に努める。 

ウ 研修医の確保 

臨床研修センターにおいて、市民病院の特徴を生かし、また、大学附属病院や地域

の医療機関と連携することにより、研修医が幅広い研修を主体的に選択して実践する

ことができる環境を整備し、今後も研修医の確保に向けた取組を継続する。 

目標指標 令和５年度実績 令和１０年度目標値 

研修医の当該年度採用者数 １１人 １１人以上 

⑵ 職員の意識変革 

理念及び基本方針並びに経営会議等で決定した経営課題の改善策等を市民病院全体で

共有することにより、経営参画意識の向上に努めるとともに、理事長又は院長が定期的

に各部門のヒアリングを行うことにより、課題解決に積極的に取り組む意識を醸成する。 

目標指標 令和５年度実績 令和１０年度目標値 

診療部長所属長会議出席率 ７９．７％ ８２．１％以上 

⑶ 人材の育成  

人材育成基本方針を基盤として、職種ごとに定められた各職位に求める職責を担うこ

とができる職員を育成するため、人材育成計画を策定する。また、モチベーションを高

く持ち、持てる能力を発揮して法人運営に貢献した職員について、その評価を処遇に反

映することができる人事給与制度を構築する。さらに、病院事務や経営マネジメントに

関する資格取得の推進、学会発表等を推奨し、病院事務職員のスペシャリスト育成を図

ることで、組織運営体制を強化する。 

［人材育成計画の策定及び推進に係る目標の工程］ 

 実績 目標 

令和５年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

      



      

人材育成計画

の策定及び推

進 
― 人材育成計

画の策定 

計画に基づ

き実施、見

直し 

計画に基づ

き実施、見

直し 

計画に基づ

き実施、見

直し 

［職務遂行状況や成果を適切に評価、反映できる人事給与制度の構築に係る目標の工程］ 

 実績 目標 

令和５年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

職務遂行状況

や成果を適切

に評価、反映

できる人事給

与制度の構築 

― 
人 事 ・ 給

与・人事評

価制度設計 

人 事 ・ 給

与・人事評

価制度策定 
制度実施 

制 度 実 施

後、運用見

直し 

第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置  

持続可能な病院経営の実現に向け、短期及び中長期的な分析をした上で、収益の確保と費

用の抑制を両立できるよう、改善及び効率化に向けた取組を随時行い、令和９年度までに経

常収支比率１００パーセント以上を達成する。 

１ 収支バランスの適正化  

  持続可能な病院経営の実現に向け、次の指標の目標値達成及び更なる改善を目指す。な

お、目標値の算出に当たり用いる基礎数値は、地方財政状況調査に基づくものである。 

目標指標 令和５年度実績 令和１０年度目標値 

資金収支※１ △２５百万円 ２２０百万円以上 

経常収支比率※２ ９６．４％ １０３．５％以上 

医業収支比率※３ ８６．９％ １００．０％以上 

営業費用対医業収益等※４ １２３．９％ １０７．２％以下 

※１ 資金の総収入（短期借入金を除く。）－総支出。なお、総収入のうち大津市からの運

営費負担金の額は、計画額とする。 

※２ 経常収益÷経常費用×１００ 

※３ （入院収益＋外来収益＋その他医業収益）÷医業費用（地方独立行政法人法（平成 

１５年法律第１１８号）第３４条第１項に規定する損益計算書の医業費用をいう。）×

１００ 

※４ 営業費用÷（入院収益＋外来収益＋その他医業収益）×１００ 



⑴ 収益の最適化及び収入の安定的確保 

収益の最適化のため、地域医療連携等により病床を適切に運用するとともに、手術等

が必要な地域の重症患者を効率的に数多く治療し、地域に貢献することにより収益を確

保する。また、施設基準の新たな届出や診療報酬の改定等に迅速かつ的確に対応すると

ともに、診療報酬の適切な請求に努める。未収金が発生した場合には、早期に回収する

ことができるよう取り組むことにより、安定的な収入の確保に努める。 

目標指標 令和５年度実績 令和１０年度目標値 

新入院患者数 ７，３０９人 ８，２７０人以上 

入院診療単価（急性期） ６４，４３７円 ６９，３００円以上 

入院診療単価（全体） ６３，８４４円 ６６，４００円以上 

平均在院日数（急性期） １３．１日 １２．２日以下 

平均在院日数（全体） １３．５日 １３．６日以下 

ＤＰＣⅡ期間以内患者割合 ６１．０％ ６０．８％以上 

手術件数 ２，６９３件 ３，０２０件以上 

初診外来患者数 １８，６６３人 ２１，１９０人以上 

外来診療単価 １６，１６２円 １５，９００円以上 

クリニカルパス適応患者割合 ５０．９％ ５１．０％以上 

  ⑵ 支出及び費用の抑制 

ア 人件費の適正化 

人事給与制度改革プロジェクトとして「時間外勤務削減」「人員適正化」「人事・給

与制度改革」に取り組み、人件費の適正化を図る。 

イ 材料費及び経費などの抑制 

業務の効率化や職員の費用節減意識の醸成を図り、材料費、経費等の更なる削減に

取り組む。また、ベンチマーク等を用いた契約単価の評価及び使用状況の分析に基づ

いた価格交渉、委託業務に関する契約内容の見直し等により費用の抑制に取り組む。

特に高額医療材料の使用については、十分な検討の上で適正に使用する。なお、職員

給与費対医業収益等、材料費比率及び委託費比率の目標値の算出に当たり用いる基礎

数値は、地方財政状況調査に基づくものである。 



目標指標 令和５年度実績 令和１０年度目標値 

職員給与費対医業収益等※１ ７２．３％ ６２．３％以下 

材料費比率※２ ２２．０％ ２２．０％以下 

後発医薬品指数※３ ９３．１％ ９３．０％以上 

委託費比率※４ １２．８％ １１．０％以下 

※１ 職員給与費÷（入院収益＋外来収益＋その他医業収益）×１００ 

※２ 材料費÷（入院収益＋外来収益＋その他医業収益）×１００ 

※３ 後発医薬品の規格単位数量÷（後発医薬品が存在する先発医薬品の規格単位数量

＋後発医薬品の規格単位数量）×１００ 

※４ 委託料÷（入院収益＋外来収益＋その他医業収益）×１００ 

 ２ 計画期間内の収支見通し 

中期計画の各指標に係る事業年度ごとの目標の設定を行い、理事会において中期計画で

掲げる目標値の達成状況の報告を行う。また、未達成の項目については、理事長及び院長が

各担当部署の長との面談等を行い、常に目標達成を意識した取組を推進する。四半期ごとに

目標達成状況及びこれを分析した結果について、地方独立行政法人市立大津市民病院評価委

員会に対し、その要因に係る分析も含めた報告を行う。 

第５ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 １ 予算（令和７年度から令和１０年度まで） 

（単位：百万円） 

区  分 金  額 

収入 

 営業収益 

  医業収益   

  運営費負担金 

  その他営業収益 

 営業外収益 

  運営費負担金 

  その他営業外収益 

 資本収入 

５４，１７５ 

５０，９２３ 

４３，９９４ 

６，７５９ 

１７０ 

６５５ 

１６０ 

４９５ 

２，５９７ 



  長期借入金 ２，５９７ 

支出 

 営業費用 

  医業費用 

   給与費 

   材料費 

   経費 

   研究研修費  

  一般管理費 

   給与費 

   経費 

 営業外費用 

 資本支出 

  建設改良費 

  償還金 

５５，９９０ 

４７，８７５ 

４４，４３８ 

２７，９６８ 

１０，５９９ 

５，８１５ 

５６ 

３，４３７ 

１，１７７ 

２，２５９ 

３７３ 

７，７４２ 

 ２，８４８ 

４，８９４ 

（注１） 金額は、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある。 

（注２） 期間中の診療報酬の改定、給与改定及び物価変動は考慮していない。 

［人件費の見積り］ 

  期間中の人件費として、総額２９，１４５百万円の支出を見積もる。 

   なお、当該金額は、市民病院の役職員に係る報酬、基本給、諸手当、法定福利費及び退職

手当の額に相当する。 

［運営費負担金の基準等］ 

救急医療等の政策的医療及び高度医療等の不採算経費に充当する運営費負担金について

は、地方公営企業の繰出金に関しその対象経費及び繰出しの基準について毎年度総務省が示

す考え方に準じて、当該不採算経費に係る繰出金に相当する額を算出する。また、建設改良

費及び長期借入金等元利償還金に充当される運営費負担金については、経常費助成のための

ものとする。 

 ２ 収支計画（令和７年度から令和１０年度まで） 

（単位：百万円） 



区  分 金  額 

収入の部 

 営業収益 

  医業収益   

  運営費負担金 

  資産見返補助金等戻入 

  その他営業収益 

 営業外収益 

  運営費負担金 

  その他営業外収益 

５１，７８０ 

５１，１６７ 

４３，８３４ 

６，７５９ 

４０３ 

１６９ 

６１３ 

１６０ 

４５３ 

支出の部 

 営業費用 

  医業費用 

   給与費 

   材料費 

   経費 

   減価償却費 

   研究研修費    

  一般管理費 

   給与費 

   経費 

   減価償却費 

 営業外費用 

５１，９２０ 

４９，６３３ 

４６，２０８ 

２７，６７９ 

９，６３５ 

５，４４０ 

３，４０３ 

５１ 

３，４２５ 

１，２５６ 

２，０５４ 

１１５ 

２，２８７ 

純損失 

 目的積立金取崩額 

 総損失 

１４０ 

－ 

１４０ 

（注１） 金額は、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある。 

（注２） 期間中の診療報酬の改定、給与改定及び物価変動は考慮していない。 

 ３ 資金計画（令和７年度から令和１０年度まで） 

（単位：百万円） 



区  分 金  額 

資金収入 

 業務活動による収入 

  診療業務による収入 

  運営費負担金による収入 

  その他の業務活動による収入 

 財務活動による収入 

長期借入れによる収入 

 第２期中期目標の期間からの繰越金 

５８，９８２ 

５１，３７６ 

４３，８３５ 

６，９１９ 

６２２ 

２，５９７ 

２，５９７ 

５，００９ 

資金支出 

業務活動による支出 

  給与費支出 

  材料費支出 

  その他の業務活動による支出 

投資活動による支出 

  固定資産の取得による支出 

  その他の投資活動による支出 

財務活動による支出 

  移行前地方債償還債務の償還による支出 

  長期借入金償還による支出 

その他の財務活動による支出 

 次期中期目標の期間への繰越金  

５８，９８２ 

４８，２６９ 

２９，２２５ 

９，６３５ 

９，４０９ 

２，３７４ 

２，３６１ 

１３ 

５，１４５ 

２，９２２ 

１，９７３ 

２５１ 

３，１９４ 

（注１） 金額は、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある。 

（注２） 期間中の診療報酬の改定、給与改定及び物価変動は考慮していない。 

第６ 短期借入金の限度額 

１ 限度額  ２，０００百万円 

２ 想定される短期借入金の発生理由 

⑴ 賞与の支給等による一時的な資金不足への対応 

⑵ 予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支給等、偶発的な出費への対応 



第７ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

なし 

第８ 剰余金の使途 

決算において剰余金が生じた場合は、病院施設の整備、医療機器の購入等に充てる。累積欠

損金がない場合は、その一部を大津市への配当に充てる。 

第９ 料金に関する事項 

 １ 料金は、次に掲げる額とする。 

⑴ 健康保険法（大正１１年法律第７０号）、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７

年法律第８０号）、介護保険法（平成９年法律第１２３号）その他法令に規定する算定方

法により算定した額 

⑵ 前号の規定により難いものについては、別に理事長が定める額 

 ２ 料金の減免 

   理事長は、特別の理由があると認められるときは、料金を減額し、又は免除することがで

きる。 

第１０ 地方独立行政法人市立大津市民病院の業務運営、財務及び会計並びに人事管理に関する

規則（平成２８年大津市規則第１０３号）第６条に規定する事項 

 １ 施設及び設備に関する計画（令和７年度から令和１０年度まで） 

内 容 予定額 財 源 

医療機器、施設等の整備  ２，５９７百万円 大津市長期借入金等 

 ２ 人事に関する計画  

⑴ 医療ニーズの動向や経営状況の変化に迅速に対応するため、弾力的な人員配置や組織の

見直しを行う。 

⑵ 人材育成につながる評価制度を導入するとともに、評価結果を処遇及び給与へ反映させ、

職員のモチベーションの向上を図る。 

⑶ 病院事務職員のスペシャリストの育成を図り、事務部門を強化する。 

 ３ 中期目標の期間を超える債務負担 

⑴ 移行前地方債償還債務 

内 容 中期目標期間償還額 次期以降償還額 総債務償還額 

移行前地方債償還債務  ２，９２２百万円 １４５百万円 ３，０６７百万円 



⑵ 長期借入金償還債務 

内 容 中期目標期間償還額 次期以降償還額 総債務償還額 

長期借入金償還債務  １，９７３百万円 ２，７９４百万円 ４，７６７百万円 

 ４ 積立金の処分に関する計画 

なし 


